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中国地方整備局港湾空港部

東日本大震災における被害の状況
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中国地方整備局港湾空港部

主な被害状況
• 重軽傷 ６名
• LPGタンク17基が全焼・全損
• 爆発により、タンク殻（最大：約10ｍ四方、3cm厚）
が飛散・落下

• 近隣住民約1,000人に一時避難勧告（８時間） 写真：総合資源エネルギー調査会高圧ガス及び火薬類保安分科会
高圧ガス部会（第１６回）（７月11日）配付資料

被災箇所
千葉県市原市

（コスモ石油千葉製油所）

東
京
湾

東日本大震災での東京湾臨海部におけるＬＰＧタンクの被災状況

東日本大震災により、千葉県市原市の臨海部に立地する液化石油ガス（LPG）タンクが、震度５弱

と直後の余震（震度４）により倒壊した。また、周辺の配管が損壊したことにより、ガスが漏えい

し、火災・爆発が発生。１０日後に鎮火した。
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中国地方整備局港湾空港部

出典：浦安市液状化対策技術検討調査委員会（7月22日）

マンホールの浮き上がり（浦安市）

側方流動による岸壁の損壊（小名浜港）

東日本大震災における臨海部埋立地の液状化被害

・東日本大震災では、臨海部埋立地において多数の液状化が発生。護岸の周辺で、液状化に伴い側方流

動が発生し、護岸のはらみだしや損壊、背後地の沈下が発生。

・東京湾においても、千葉県浦安市等の埋立地において、広範囲に液状化現象が発生し、戸建住宅の傾

斜、集合住宅周辺の地盤沈下、上下水道・雨水管・ガス等のライフライン寸断、護岸の損壊といった

甚大な被害をもたらし、市民生活に大きな影響を与えた。

３



中国地方整備局港湾空港部

出典：中央防災会議首都直下地震対策専門調査会（第４回）濱田委員説明資料（平成16年2月24日）

護岸背後での側方流動のメカニズム 側方流動による地盤の地割れ
（阪神大震災（1997年））

側方流動による
危険物貯蔵の傾斜・移動

流動の方向

側方流動について

・側方流動とは、地震時に発生する液状化に伴い、地盤が水平方向に大きく変位する現象

・側方流動が発生した場合、基礎構造物や地下埋設構造物に影響を及ぼす
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中国地方整備局港湾空港部ＬＰＧ基地における液状化による側方流動（阪神・淡路大震災）

出典：中央防災会議首都直下地震対策専門調査会（第４回）濱田委員説明資料（平成16年2月24日）

・液化石油ガスタンクが存在する臨海部埋立地において、側方流動により最大約４ｍの変位が発生。

・護岸近傍のみならず、背後地盤においても大きな変位が発生し、配管系設備の被災によりガスが漏出。

・被災翌日に避難勧告命令（28,000世帯、72,000名）、半径2km以内の海域における航海禁止。

（単位：ｃｍ）
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中国地方整備局港湾空港部「封印された「東京湾炎上」液状化で油や劇物が海に大量流出する」

封印された報告書の名称は、こうだ。

「臨海部の地震被災影響検討委員会報告書」

東京湾の整備を担当する国土交通省関東地方整備局

が発足させた有識者委員会が２年間かけて検討し、

2009年３月に策定した。７人が委員を務めた。液状化

の港湾被害まで言及した報告書はＡ３判25枚にのぼる。

詳しい内容は後述するとして、被害の大きさを指摘

した報告書に加え、対応策をまとめた「提言書」も併

せて策定された。だが、こちらも日の目を見ることは

なかった。

「一生懸命協力したのに、なぜ公表しなかったのか。

いまだに腹が立つ」

当時の委員の一人は取材に、こう答えた。

首都直下地震が起きたとき、甚大な被害を懸念されているのが

東京湾の臨海部だ。発電所、石油化学、鉄鋼などのコンビナート

が集中し、タンクが立ち並ぶ。

東京湾内に、いったいどれだけの石油タンクがあるか。

昨年４月の時点で、5580基だ。その９割は千葉県市原市を中心

とする京葉臨海中部（2901基）と、川崎市を中心とする京浜臨海

（2084基）の２地区で占める。

東日本大震災があった3月11日、市原市のコスモ石油の製油所

で起きたＬＰＧ（液化石油ガス）タンクの爆発火災は、住宅地に

近いコンビナート災害の危険性を、まざまざと見せつけた。

原発事故の陰に隠れてしまったが、周辺の約８万人の地区に市

から避難勧告が出され、1142人が避難している。

「これだけですんだのは奇跡」

独立行政法人「海上災害防止センター」（横浜市西区）の萩原

貴浩防災部長は、そう話す。

火災時に真っ先にかけつけ、消火活動の中心を担ったのがセン

ターの消防船だった。危険すぎて、市の消防本部も海上保安庁も

容易には手を出せない。海上火災の特殊任務を負うセンターでは、

幹部消防職員の教育機関である消防大学校の訓練も請け負ってい

る。

萩原部長が最も心配したのは、爆発で飛び散ったタンクの破片

が周辺事業所のタンクに突き刺さって炎上し、そこからまた破片

が飛び散ってタンクの爆発が連鎖的に広がることだった。

（編集部 岡本 進）

ＡＥＲＡホームページより（平成23年8月12日掲載）
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中国地方整備局港湾空港部

中国地方の臨海部コンビナートの状況
（産業の状況）
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中国地方整備局港湾空港部

臨海部（a） 都道府県全体（ｂ） ａ/ｂの全国順位

1 愛知県 13.6兆円 34.4兆円 39.4% 22

2 兵庫県 9.5兆円 13.4兆円 70.8% 7

3 千葉県 8.6兆円 12.3兆円 69.6% 8

4 神奈川県 7.5兆円 14.9兆円 50.2% 15

5 大阪府 7.5兆円 14.8兆円 50.3% 14

6 広島県 5.8兆円 7.9兆円 73.0% 5

7 山口県 5.0兆円 5.4兆円 91.6% 1

8 岡山県 4.6兆円 6.6兆円 69.5% 9

9 茨城県 4.0兆円 9.8兆円 40.8% 20

10 福岡県 3.9兆円 7.8兆円 50.0% 16

265.3兆円101.3兆円 38.2%

製造品出荷額等

全国 －

臨海部の割合（ａ／ｂ）
都道府県名

臨海部の
製造品出荷額等

順位

中国地方の産業の特徴

中国地方における製造品出荷額等の全国シェア

6.8%

11.6%

11.2%

17.3%

16.3%

8.2%

5.7%

5.9%

8.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

輸送用機械

化学

木材

鉄鋼

石油・石炭

製造品出荷額等
（全産業）

域内総生産

人口

面積

臨海部における製造品出荷額等上位１０都道府県について

 資料：国土地理院「Ｈ22.10 全国都道府県市町村別面積調」 

総務省統計局「Ｈ22 国勢調査」 

内閣府「Ｈ20 年度県民経済計算」  

経済産業省「Ｈ21 工業統計表」 

 資料：経済産業省「Ｈ21 工業統計表」 

中国地方は、臨海部に数多くのコンビナートを擁し、石油、鉄鋼、化学、木材などの基礎素材型産業や、自

動車、造船などの加工組立型産業等、国内屈指の産業集積地である。
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中国地方整備局港湾空港部国際バルク戦略港湾の選定について

●

●

●●
●

●

●

●●
● 穀物
● 鉄鉱石
● 石炭

釧路港

鹿島港

小名浜港

木更津港

水島港・福山港

名古屋港

徳山下松港・宇部港

志布志港

●●

水島港

国土交通省では、資源、エネルギー、食糧等の安定的かつ安

価な供給のため、国際バルク戦略港湾の選定を進めてきたが、

選定港湾について、以下の通り決定した。

●穀 物： 「鹿島港」、「志布志港」、 「名古屋港」、
「水島港」、 「釧路港」

なお、「清水港・田子の浦港」に関しては、次世代大型船舶について、名古屋港を

ファーストポートとし、これと連携しつつ対応を図ることとする。

●鉄鉱石： 「木更津港」、「水島港・福山港」

●石 炭： 「徳山下松港・宇部港」、「小名浜港」

し ぶ し

と く や ま く だ ま つ

・中国地方からは、３管

理者、4港が選定された。
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中国地方整備局港湾空港部中国地方で製造される世界シェア上位の化学薬品

ヘリオフレッシュ 第１位 香料原料

3-メトキシアクリル酸メチル 第１位 医薬品,農薬（殺虫剤）

硫酸ヒドロキシルアミン 第２位 医農薬品,写真用処理薬

硫安 第３位 肥料

エチレンアミン 第３位 医農薬品,エポキシ樹脂硬化剤

シュウ酸ジメチル 第１位 電子材料向けエッチング原料,抗菌剤原料

高純度カテコール 第１位 半導体剥離材

三塩化ホウ素 第１位 アルミニウム配線のドライエッチングガス

電解二酸化マンガン 第１位 マンガン乾電池原料,リチウムイオン２次電池正極材原料

窒化アルミニウム 第１位 電子機器の放熱板・絶縁体

炭酸ジメチル 第３位 リチウムイオン２次電池用電解液,樹脂材料

ポリイミドフィルム 第３位 高精細回路用基材

多結晶シリコン 第３位 半導体,太陽電池

メチルエチルケトオキシム 第１位 自動車電着塗料,シリコン系硬化剤

フェノール樹脂 第１位 半導体エポキシ封止材,フォトレジスト

チラノ繊維 第１位 航空機構造部材,エンジン部材

クロロスルフォン化ポリエチレン 第１位 エスカレータ－の手すり,自動車用ホース

ジルコニア 第１位 歯科材料,光ファイバーコネクター材料

ドデカン二酸 第２位 環境対応型切削油,樹脂材料

1,6-ヘキサンジオール 第２位 環境対応型塗料,高耐久性樹脂

触媒基材等 ハイシリカゼオライト 第３位 自動車排ガス処理触媒

製品 主な用途世界シェア

医農薬品等

電池・電子材料等

塗料・樹脂・繊維
・セラミックス等

主な用途の分類

企業ヒアリングにより中国地方整備局作成（H23.6）

中国地方における製造品出荷額等の全国シェア
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中国地方整備局港湾空港部中国地方の臨海部には化学工場が集積

出典：中国経済産業局資料
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中国地方整備局港湾空港部我が国における石油コンビナートの配置状況

石油コンビナート等特別防災区域の指定状況

瀬戸内海には

コンビナートが多く立地

出典：平成22年版 消防白書 石油コンビナート災害対策の現況
http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h22/h22/html/1-3b-1.html

・一定量以上の石油又は高圧ガスを大量に集積している33道府県の85地区（平成22年4月1日現在）が、

石油コンビナート等災害防止法に基づき、「石油コンビナート等特別防災区域」に指定。

・瀬戸内海臨海部には化学工場が集積しており、全国85地区のうち29地区が特別防災区域に指定されて

いる。
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中国地方整備局港湾空港部水島港の石油コンビナート等の現況

※赤囲み枠は、「石油コンビナート等特別防災区域」の中に存在す
る事業所であって、一定数量以上の石油、高圧ガス等保有の有無
により第1種事業所、第2種事業所を含むエリアを示す。

1３出典：中国地方整備局港湾空港部



中国地方整備局港湾空港部徳山下松港の石油コンビナート等の現況

※赤囲み枠は、「石油コンビナート等特別防災区域」の中に存在す
る事業所であって、一定数量以上の石油、高圧ガス等保有の有無
により第1種事業所、第2種事業所を含むエリアを示す。

1４出典：中国地方整備局港湾空港部



中国地方整備局港湾空港部宇部港の石油コンビナート等の現況

※赤囲み枠は、「石油コンビナート等特別防災区域」の中に存在す
る事業所であって、一定数量以上の石油、高圧ガス等保有の有無
により第1種事業所、第2種事業所を含むエリアを示す。

1５出典：中国地方整備局港湾空港部



中国地方整備局港湾空港部中国地方の石油コンビナート等特別防災区域の現況（1）

水島臨海

周南

下松

岩国・大竹

江田島・能美

福山・笠岡

宇部・小野田

各地方の石油貯蔵・取扱量
各地方の高圧ガス処理量
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中国地方の瀬戸内海沿岸は、

関東地方に次ぐ石油、高圧ガ

ス等の取扱を誇る地域。

高圧ガスは産業・医療・農業・生活の分野において様々な用途に使われ酸素・窒素・アルゴ
ン・炭酸ガス・ヘリウム・水素・アセチレン・プロパン・フロンガス・混合ガス等がある。
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中国地方整備局港湾空港部中国地方における石油コンビナート等特別防災区域の現況（２）

都道府県別屋外石油タンク貯蔵所（容量1,000kL以上）の施設数

屋外タンク貯蔵所数
(1,000kL以上）

全国比
(1,000kl以上)

北海道 607 7.7%
東北 535 6.7%
関東 2,152 27.1%
北陸 394 5.0%
中部 941 11.9%
近畿 831 10.5%
中国 1,198 15.1%
四国 421 5.3%
九州 720 9.1%
沖縄 135 1.7%
全国 7,934 100.0%
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中国地方整備局港湾空港部

中国地方の臨海部の状況
（海岸保全施設の状況）
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中国地方整備局港湾空港部沿岸低地に地域人口の約50％が居住する中国地方

H23.6.22 中国新聞

中国地方においては、
地域人口の約５０％が

沿岸低地に居住
（３８４万人／７６８万人）

（全国平均は35%）

※中国地方整備局試算
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中国地方整備局港湾空港部中国地方の港湾における津波・高潮に対する防護状況

※中央防災会議では、「平成14 年度気象庁潮位表」よ
る、各地の推定潮位の年間最高値を初期水位と設定して
いる。

３
.０

ｍ

０
.７

ｍ

初期水位
（推定潮位の年間最高値）

最大津波水位
※中央防災会議で
「津波高さ」と定義
している。

津波による偏差

Ｔ.Ｐ.±0.0

４
.０

～
５

.５
ｍ

２
.３

ｍ
高潮・波浪を考慮した
護岸等の計画天端高さ

※許容越波流量：
0.01m3/m/sec

３
.２

ｍ

高潮時の潮位
（既往最高潮位）

波浪＋波浪に対する
必要高さ＋余裕高

計画天端高
（ＴＰ＋4.0～5.5ｍ） 【高潮の場合】【津波の場合】

設計潮位

現行の基準では、津波と高潮は同時に起こらないと考えている。

【【例：水島港例：水島港】】

設計高潮位（既往最高）
（ＴＰ＋3.2ｍ）

現況の護岸天端高
（ＴＰ＋2.5ｍ）

現況の護岸天端高
（ＴＰ＋2.5ｍ）

２０

※設計高潮位（既往最高）は、天文潮位と高潮等
の異常潮位を加えた過去最高潮位をいう。



中国地方整備局港湾空港部参考：潮位、波浪、高潮、津波の概要

高潮｢たかしお｣ 台風または低気圧などによって潮位が上昇する現象のことです。
その際の天文潮（Ａ）と、台風や気圧の低下による海水の吸い上げと風による海水
の吹き寄せ（Ｂ）によって高潮が発生します。高潮の規模は最高潮位や最大潮位偏
差などで表します。気圧が1hPa下がると、潮位はおよそ1cm上昇します。風津波、

暴風津波ともいいます。

潮位｢ちょうい｣ 波浪など短周期の変動を平滑して除いた海面の高さを、各
種の基準面から測った値のことです。

気象庁では 東京湾中等潮位（Ｔ.Ｐ.）から測定した値を公表しています。

津波｢つなみ｣ 地震に伴う海底地形の変化や火山爆発によって発生する海の長周
期波のことです。「津波高」とは、津波がない場合の潮位（設定潮位）から、津波によっ
て海面が上昇したその高さの差を言います。

波浪「はろう」 波浪は、海洋表面の波動のうち、風によって発生した周期が1
～30秒程度のものをいい、「風浪」と「うねり」からなります。また、風浪とは、その
場所（海域）で吹いている風によって生じた波をいい、一方でうねりとは、遠方で発
生した風浪が伝わってきたもので、滑らかな波面を持ち、波長の長い規則的な波
をいいます。

２１



中国地方整備局港湾空港部中国地方の港湾における護岸の現状把握

海岸整備の問題点

出典）国土交通省（平成22年３月末）
※四捨五入の関係で合計が合わないことがあります。

2% 83%14%

8% 70%22%

68% 32%

海岸堤防の高さ

海岸堤防の耐震性

津波ハザードマップ公表状況

0% 50% 100%

海岸堤防・護岸が想定津波高より低
い施設延長の割合

海岸堤防・護岸が想定津波高が設定さ
れていない施設延長の割合

海岸堤防・護岸が想定津波高より
高い施設延長の割合

海岸堤防の耐震化が必要な
延長

海岸堤防の耐震性の調査が未
実施な施設延長の割合

海岸堤防のＬ１地震動も耐震性が確
認されている施設延長の割合
（※旧基準における照査であり、新
基準に基づく照査は行っていない）

ハザードマップを作成して
いない市町村の割合

ハザードマップを作成し
ている市町村の割合

中国地方の港湾の海岸保全施設の約8割が、想定津波高より既存の海岸堤防・護岸の天端高の方が高い。

しかし、耐震性については、Ｈ7年度に策定された耐震点検マニュアル（旧基準）により、Ｌ1地震動（供用期間中

に1～2度発生する確率を有する地震動（再現確率75年））に基づく照査は7割が確認されているものの、Ｌ2地震動

（対象地域に生じる最大級の地震動）による照査は行っていない。なお、高潮と津波の同時生起は考えていない。

加えて、ハザードマップの作成には、７割近くの市町村が作成されていない状況。

２２



中国地方整備局港湾空港部中国地方の主な港湾における津波・高潮に対する防護状況

資料）中国地方整備局港湾空港部作成
注1)堤防、護岸等の必要高については、各県海岸保全基本計画（設計高潮位（高潮(潮位偏差と天文潮位の合計））と波浪により決定）による。
注2)津波水位の最大値については、中央防災会議(H15年)における最大津波波高と各県現状の地域防災計画による最大津波高を比較し、高い水位を採用。
なお、津波水位及び堤防等の高さは東京湾平均水面(TP)を基準としている。

■堤防・護岸等の必要高さが、確保されていない港（下表中、赤字の数字）が存在する。

（なお、下表の必要高は津波と高潮の同時生起を考えていない。また、液状化による護岸の倒壊は考えていない。）

1
鳥取港
(鳥取市）

4.5 1.9 ～ 4.4 × 1.9

2
境港
(境港市）

4.5 2.2 ～ 3.7 × 1.4

3
岡山港
(岡山市）

4.0～4.5 1.8 ～ 4.6 △ 2.8

4
宇野港
(玉野市）

3.5～4.0 2.1 ～ 3.5 × 3.0

5
水島港
(倉敷市）

4.0～5.5 1.9 ～ 5.2 × 3.0

6
福山港
(福山市）

3.5～5.1 2.5 ～ 5.0 × 3.4

7
尾道糸崎港
(尾道市、三原市、福山市）

3.3～4.3 1.9 ～ 4.2 × 3.0

8
呉港
(呉市）

3.8～4.6 1.9 ～ 5.4 △ 3.1

9
広島港
(広島市、廿日市市、坂町）

4.1～6.2 1.8 ～ 5.7 × 2.9

10
岩国港
(岩国市、和木町）

5.5～6.5 3.3 ～ 6.0 × 3.0以下

11
徳山下松港
(周南市、下松市、光市）

5.5～8.5 3.0 ～ 7.0 × 3.0以下

12
三田尻中関港
(防府市）

4.0～6.5 3.1 ～ 6.6 △ 3.0以下

13
宇部港
(宇部市、山陽小野田市）

4.5～7.0 3.7 ～ 7.1 △ 3.0以下

14
小野田港
(山陽小野田市）

4.5～7.0 4.0 ～ 6.0 × 3.0以下

NO
港　名

(港湾所在市町）
②堤防、護岸等の現況高

（TP：ｍ)

①各県の海岸保全基本
計画による高潮・波浪
を考慮した堤防、護岸
等の必要高 (TP：ｍ）
   　　      注1)

③必要高の判定
④津波水位の最大値

（TP：ｍ）
         　 注2）

 

２３



中国地方整備局港湾空港部チャート式耐震診断システムによる算定例

【ケースＡ】

◆構造形式 ： 矢板式（自立式）
◆地震波の種類 ： 海溝型（東南海・南海地震）
◆基盤の最大加速度 ： １９７.３ gal
◆液状化対象層 ： ９.７ｍ、非液状化層 ： ８.５ｍ
◆等価N値 ： ６.３

-2-363法線上

-477－A地点

鉛直cm水平cm
残留変位

矢板式

A地点

２４

-35-128法線上

-60-120A地点

鉛直cm水平cm
残留変位

直立型

【ケースＢ】

A地点
◆構造形式 ： 直立型（重力式）
◆地震波の種類 ： 内陸型
◆基盤の最大加速度 ： ３７８ gal
◆液状化対象層 ： ３.８ｍ、非液状化層 ： ５.３ｍ
◆等価N値 ： システム適用範囲内の最小値「５」



中国地方整備局港湾空港部

松杭

天 端

FLIPによる応答解析算定例

-83－背後地
-6-303天端

鉛直cm水平cm
残留変位

矢板式

-38-91天端

鉛直cm水平cm
残留変位

護岸

岸壁

天 端

護岸

【ケース１】

【ケース２】

２５



中国地方整備局港湾空港部チャート式耐震診断システムの特徴

２６

●チャート式耐震診断システム（地震動による変位量の簡易的な算定システム）の特徴

①チャート式耐震診断システムの結果は、安全サイドの値を示す。

②変形量が大きくなったり、誤差が大きい場合があるが、スクリーニング手法としては十分な精度

を有している。

③時間とコストが無い状況で耐震性に脆弱な施設を的確に抽出するが、定量的な結果は、あくまで

も目安であるものの、定性的な傾向は得られるシステムである。

④精度の高い結果は、ＦＬＩＰ解析が必要となる。

図-1 ﾁｬｰﾄ式診断ｼｽﾃﾑとFLIP解析の比較（水平変位量）

チ
ャ
ー
ト
式
診
断
シ
ス
テ
ム
水
平
変
位
量
（
ｍ
） ＦＬＩＰ解析による水平変位量（ｍ）

松杭

－83－背後地

－6－303矢板天端

鉛直cm水平cm
残留変位矢板式

護岸

■チャート式耐震診断とFLIP解析との比較

既設岸壁（断面図）

+

-
+ -

FLIPでの応答解析（残留変位図）

【 ＦＬＩＰ計算例 】

－477－背後地

－2－363自立矢板式

鉛直cm水平cm
残留変位矢板式

護岸

【 チャート式計算例 】

出典：（独）港湾空港技術研究所資料



中国地方整備局港湾空港部東南海・南海地震による液状化危険度分布

【出典】広島県地震被害想定調査報告書（平成19年3月）

広島県

山口県

【出典】山口県地震被害想定調査報告書（平成20年3月）

岡山県

【出典】岡山県南海地震に係る被害想定及び液状化想定の再評
価・研究等事業報告書（平成15年3月）

※PL値

液状化指数とも言う。ＰＬ値はある地点の液状化の可能性を総合的に判断しようと

するものであり、各土層の液状化強度（せん断応力に対する強度）を深さ方向に重み
をつけて足し合わせた値。ＰＬ値の数値が大きいほど液状化の危険度が高いと判断
する。

２７

※上記液状化分布図は、東南海・南海地震の同時発生を念
頭に数値予測しているが、3連動及び継続時間の長い地震動
を考慮していない。



中国地方整備局港湾空港部地震動の継続時間による液状化被害への影響

東北地方太平洋沖地震では、継続時間の長い揺れが、関東など広い範囲で液状化被害をもたらしたとい
われている。

港湾の施設の技術上の基準・同解説における液状化判定・予測手法では、地震動の継続時間については
考慮していない（継続時間を考慮できるよう検討中）。

南海トラフを震源域として発生する地震では、断層規模が大きく、強い揺れが長時間継続することが想定さ
れており、液状化被害についての照査が必要。

液状化による被害状況（小名浜港）

（被害状況２）
岸壁法線が最大で35cm程度はらみだし

（被害状況1）石炭用アンローダ設置岸壁（-10m）背後で１ｍを超える段差

（原因）
①液状化により激しい噴砂が発生
②噴砂が1ｍ程度堆積し
③その後津波に流される

２８



中国地方整備局港湾空港部

参考資料
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中国地方整備局港湾空港部「中国地方における大規模地震に対する検討委員会」における検討状況

情報の共有

１．東日本大震災での状況

２．中国地方の地形地質・社会
状況

３．大規模震災の規模・被害に
ついて、現状の想定

４．中国地方の既往地震につい
て

中国地方における大規模地震
について全般的な議論

１．委員会の進め方について

２．東日本大震災を踏まえ、中
国地方では、大規模地震に対
してどのような対処をするべ
きか。

中国地方で特に配慮すべき事
項等について全般的な議論。

中国地方における防災対応の方針・
方向性について

１．中国地方における大規模地震に
対する方針

２．中国地方における災害予防・災
害対応・復旧における方針

３．中国地方以外への広域支援にお
ける方針

４．中国地方における課題解決に向
けた取組み（社会資本整備のあ
り方）

第１回（平成23年6月21日） 第３回 (平成23年12月5日予定）第２回（平成23年9月12日）

大規模地震の想定と課題の抽出

１．中国地方で想定すべき地震
と被害想定について

２．中国地方における災害予
防・復旧に対する課題につい
て

３．中国地方が担う広域支援に
対する課題について

取りまとめ 提言

第４回 (平成24年1月後半予定）

◆中国地方のコンビナートに関する主な意見

○中国地方の工業地帯はほとんど沿岸部に立地し、液状化が懸念される。液状化被害については、

液状化に伴う護岸や岸壁の側方流動の被害についても想定すべきである。

○長周期の地震動については、高層建築物のみでなく、橋梁、コンビナートのタンクについても

想定すべきである。

○被害想定は、複合的なありとあらゆる事を想定しておく必要がある。例として、コンビナート

では、火災被害、液状化被害、地震動被害、または、これらの複合的な２次災害など。 ３０



中国地方整備局港湾空港部中国地方の高潮ハザードマップ作成状況

高潮ハザードマップ 作成済 市町村

高潮ハザードマップ 一部作成済 市町村

３１



中国地方整備局港湾空港部中国地方の津波ハザードマップの作成状況

津波ハザードマップ 作成済 市町村

津波ハザードマップ 一部作成済 市町村

東南海・南海地震防災対策推進地域

指定されてい
ない地域
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